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産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 

高圧ガス小委員会（第２０回） 

議事録 

 

日時：令和３年１０月２５日（月） １３：００～１５：００ 

場所：オンライン開催 

議題 

（１）燃料電池自動車等の規制の一元化について 

（２）高圧ガス分野における今後の取組 

（３）ＦＣ４類容器の新設（冷媒の充塡容器の新類型） 

（４）医療用酸素用一般複合容器の再検査期間延長 

（５）自動車用容器の国際調和の取組 

（６）耐震対策の取り組み状況 

（７）高圧ガス設備の国内規格策定に向けた動き（供用適性評価） 
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〇佐藤室長  定刻となりましたので、ただいまから、第２０回高圧ガス小委員会を開催

させていただきます。 

 本日はよろしくお願いいたします。高圧ガス保安室長佐藤でございます。 

また、今回は、新型コロナウイルスをめぐる現下の状況を受けて、前回と同様にオンライ

ンを活用した遠隔会議の形態で実施させていただくことになりました。何か問題や御不明

な点等が生じましたら、随時お知らせいただければと思います。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 本日の会議は、Webexにおけるオンライン会議ですので、会議の配付資料につきまして

は、事務局から事前にお送りしたＰＤＦの資料を御参照願います。また、モニターにも説

明に沿って配付資料を表示いたしますので、こちらも併せて御参照ください。 

 また、Webexの使用方法について、ハウリング防止のため、御発言時以外はマイクをミ

ュートにしていただきますよう、御協力をお願いいたします。 

 御発言をされる場合は、Webexのチャット機能にて御発言意思の表示をお願いいたしま

す。順番に指名させていただきますので、指名があるまではミュートのままでお願いいた

します。 

 事務局に連絡が必要な事態が生じましたら、Webexのチャット機能か、あらかじめ御連

絡させていただいている緊急連絡先に御遠慮なくお電話いただければと思います。詳細は、

事務局からお送りした説明資料「Webex会議の御案内」を御参照ください。 

 続いて、事務局を代表し、太田大臣官房技術総括・保安審議官より御挨拶させていただ

きます。太田審議官、よろしくお願いいたします。 

〇太田審議官  本日は、お忙しい中、本小委員会に御出席賜り、ありがとうございます。 

 本日はさまざまな事業課題について御議論いただきますけれども、特に議題２の高圧ガ

ス分野における今後の取組についてですが、本件は、高圧ガス分野を含め、産業保安分野

全体において保安人材が枯渇する中で、テクノロジー時代においてさらなる保安レベルの

向上を目指して規制体系の在り方を見直すものでございまして、テクノロジーを活用しつ

つ、自律的に高度な保安を確保できる事業者を対象に、その保安力に応じた規制体系に制

度を見直すものでございます。この点については、本年２月から産構審産業保安基本制度

小委員会において審議をしてございます。 

 本年６月、同小委員会が中間取りまとめを行った後、経済産業省としましては、事業者、

そして皆さんからも御指摘をいただきましたが、自治体の関係者を含めて、いろいろな
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方々と意見交換を行ってほしいということでしたので、延べ８０時間に及ぶ意見交換を行

いまして、その意見を踏まえて、本日、事務局案を委員の皆様に御覧いただくことにして

ございます。 

 これについては、経済産業省としても、事業者、自治体の方々との共通理解を深めなが

らまとめてきたものではございますが、本小委員会の専門の皆さんからも、ぜひ大所高所

でさまざまな御意見を拝聴したいと考えまして、横山分科会長、小川委員長とも相談しつ

つ、今回の意見聴取の機会を設けさせていただいた次第でございます。 

 本日の意見聴取の状況に応じまして、改めて意見聴取の機会を持つかも含めて検討した

いと思っておりますが、本日は、委員の皆様におかれましては、幅広い視点で忌憚のない

御意見を賜りたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

〇佐藤室長  ありがとうございました。 

 それでは、これより議事に移ります。 

 議事進行につきましては、小川委員長にお願いいたします。 

〇小川小委員長  皆さん、こんにちは。効率的に会議を進めていきたいと思いますので、

よろしくお願いします。 

 まず、事務局より、会議の定足数の報告、委員等の変更、議事の扱いの確認をお願いし

ます。 

〇佐藤室長  本日は、委員１３名中、代理出席の方を除いて１２名の方に、また、代理

の方を含めると１３名の御出席をいただく予定としておりますが、ただいま高橋委員が会

議に少し遅れるとの御連絡をいただいてございます。しかしながら、議決権を持つ過半数

以上の委員の方に出席いただいておりますので、小委員会の定足数に達していることを御

報告させていただきます。 

 また、今年度より、保安分科会等をはじめとする産構審全体の整理に基づき、任期満了

となりました業界団体の専門委員の皆様についてはオブザーバーへの変更となりました。

今回の委員会開催に当たり、一般社団法人日本エルピーガスプラント協会がオブザーバー

になられましたことを御報告いたします。あわせて、今回新たに、一般社団法人日本化学

工業協会様がオブザーバーとなられましたことを御報告いたします。 

 そのほか、代理出席についてですが、本日は、一般社団法人全国エルピーガス協会副会

長柳委員の代理として、村田専務理事に御出席いただいてございます。 

 さて、本日の会議につきましては、非公開により執り行われます。議事録につきまして
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は、委員の方々の御確認をいただいた上でホームページ上に公開することとさせていただ

きます。 

 事務局からの連絡は以上です。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、議事に入っていきたいと思います。 

 「燃料電池自動車等の規制の一元化」に関しまして、資料１に基づき事務局から説明を

お願いしますが、本件は審議事項として皆様の御意見をいただきたいと思っております。 

 それでは、よろしくお願いします。 

〇佐藤室長  ありがとうございます。 

 それでは、「燃料電池自動車等の規制の一元化」について御説明させていただきます。 

 資料１を御覧ください。こちらは、前回、第１９回の高圧ガス小委員会でも御議論いた

だいたものでございます。 

 ２ページ目でございます。現状、燃料電池自動車等の駆動用の燃料システムにつきまし

て、高圧ガス保安法と道路運送車両法の２法令の規制が適用されているということでござ

います。こちらにつきまして、今後のカーボンニュートラルの議論がある中、規制の一元

化に向けた検討が必要ではないかということで議論をさせていただいたものでございます。 

 ３ページ目を御覧ください。この議論につきましては、本年４月から、有識者、産業界、

自治体、そして、今回、オブザーバーで御参加いただいております国土交通省をはじめ関

係省庁を構成委員とする「燃料電池自動車等の規制の在り方検討会」で議論をしていただ

きました。そちらの最終報告書の取りまとめの議事が今月８日に行われたところでござい

ます。 

 その取りまとめの中で、道路運送車両法等により安全を確保できる高圧ガスに関し、新

たに高圧ガス保安法の適用を除外とするという方向を打ち出していただきましたので、こ

の点について、今後、関係部局と調整させていただきたいということで考えてございます。 

 具体的な条文案のイメージを書かせていただいてございますが、現状の高圧ガス保安法

第３条で適用除外条項がございます。こちらに新たに１号を設けるということでございま

して、その際、道路運送車両、装置、高圧ガス、こういったところを具体的に政省令で記

載するということで、適切な適用除外の条項を設けていくということで検討しているとこ

ろでございます。 

 ４ページ目以降、検討の考え方ということで資料を入れさせていただいてございます。 
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 まず、基本的な考え方につきましては、今申し上げたとおりでございまして、道路運送

車両法等により安全を確保できるものについて、高圧ガス保安法の適用を除外していくと

いうことでございます。この点、成長戦略において、これは今年の６月に閣議決定された

ものでございますが、６月に一定の方向性を取りまとめ、年内に結論を得るとさせていた

だいてございますので、まさにこの検討をさせていただいているところでございます。 

 ５ページ目でございます。検討に際しまして、リスク評価というものをさせていただい

てございます。こちらは、高圧ガス保安法と道路運送車両法、当然、規制の扱い、考え方

が違いますので、両法律の規制手法や基準の違いを踏まえまして、高圧ガス保安法の規制

がかからなくても、道理運送車両法の保安基準などを用いることでより安全を確保できる

のかという点、リスク評価の手法を活用して検討させていただきました。 

 この点でございますが、５ページ目の４つ目のポツにございますとおり、道路運送車両

法の現行の保安基準、また、高圧ガス保安法に規定する基準の車両法の保安基準に追加す

る。また、今申し上げたような法令に加えまして、業界のガイドラインの整備、こういっ

たものを行うことによりまして、高圧ガス保安法と同等の安全を担保するという観点で検

討させていただきました。 

 ６ページ目でございます。こちらは、海外における燃料電池自動車等の規制の状況でご

ざいます。前回は韓国のみを御紹介させていただいてございましたが、今般、自動車の型

式認証に係る相互承認を行う枠組みである５８協定の加盟国――日、欧、加えて韓国でご

ざいますけれども、こういった加盟国の中で、燃料電池自動車等が２法令で規制されるの

は日本のみということでございます。詳細は下に図示させていただいているとおりでござ

います。 

 続きまして、７ページ以降でございます。一元化の方向性ということで、ガス種、車種、

装置につきまして、７～８ページにまとめてございます。 

 まず、ガス種と車種につきましては４月に御紹介させていただいたものと変更はござい

ませんが、適用車種につきましては、車検・継続検査にて定期的に容器品質を確認できる

車種を対象とするということ、また、ガス種につきましては、右下に記載がございます圧

縮天然ガス、液化天然ガス、圧縮水素、この３ガス種を対象にするということでございま

して、赤い枠で囲んだ部分がその適用除外の対象となります。 

 続きまして、８ページ目、装置についてでございます。こちらは、高圧ガスを主に動力

伝達装置の駆動用燃料として使用する装置ということで、図示してございます赤枠と緑の
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枠、原動機と燃料装置に限るという方針でございます。 

 ９ページ目以降は、一元化の制度のイメージを御紹介させていただきます。代表的なも

のといたしまして、型式の指定、また、新規検査、継続検査、この辺の一元化のイメージ

を御紹介させていただくところでございます。 

 まず、９ページ目でございますけれども、現行制度では、道路運送車両法、高圧ガス保

安法、それぞれでこの型式指定というものを行っているところでございますが、一元化後

は、道路運送車両法の型式指定の中で、今回対象となる車載される高圧ガス容器の型式指

定を実施するということでございます。したがいまして、９ページ目の下でございますけ

れども、国土交通省、自動車技術総合機構（ＮＡＬＴＥＣ）で担当されるこの検査の中で、

ほかの装置と同様、この容器試験についても、自動車技術総合機構による実施が想定され

ているところでございます。 

 続きまして、１０ページ目、１１ページ目で、新規検査、継続検査を御紹介させていた

だきます。 

 １０ページ目でございますが、まず、新規検査につきましては、これまでそれぞれの法

律で行っていた容器検査につきまして、一元化後は、型式指定車につきましては、自動車

メーカーのほうで容器検査相当の検査等を行うという型式指定車の検査の中に一元化して

いくということでございます。 

 他方、型式指定車以外につきましては、試験機関での容器試験相当の検査を行うことに

よりまして、そちらを現車及び成績書を自動車技術総合機構のほうに提示するという中で、

実際、容器試験の成績書、また、容器の使用期限を確認し、最終的に、国土交通省運輸支

局等で自動車検査証が交付されるということでございます。その際、必要な記述基準につ

きましても、道路運送車両法の保安基準の体系下において措置されるということでござい

ます。 

 １１ページ目でございます。継続検査につきまして御紹介いたします。こちらも新規検

査とスキームは似てございますが、こちらは車検制度・継続検査でございますので、ユー

ザー様、ドライバーのほうがどこの整備工場に持っていくかということで、２つのスキー

ムがございます。 

 １つは、必要な設備等を有する指定整備工場に持ち込まれれば、その指定整備工場で容

器の損傷以外の検査と併せて、容器の損傷漏れの確認、充塡化の期限の確認を一元的に行

うというものでございます。 
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 他方、ドライバーの方が認証整備工場などに持ち込む場合は、この認証整備工場の場合

に必要な容器検査に必要な設備等がないというおそれがございますので、その際、現状の

容器検査所と連携いたしまして、そちらから来た情報を基に、ＮＡＬＴＥＣを通じまして

自動車の検査証が交付されていくということでございます。 

 この点、特にこの青枠の一番下のところでございますが、今般、容器の充塡可能期限を

道路運送車両法の保安基準の体系下に措置するということで、現行１５年とされておりま

す充塡可能期限経過後の車両は運行が負荷となるということでございます。 

 ただ、よりドライバーの方がしっかり把握するという観点の取組ということで、例えば、

ユーザー様に容器の充塡可能期限を継続的に通知するといったことも、この一元化の中で

検討しているところでございますので、こういったところは、ユーザーの利便性などを含

め、今後、詳細は引き続き検討していきたいと考えているところでございます。 

 続きまして、１２ページ目でございます。その他、道路運送車両法への一元化に当たり

高圧ガス保安法の適用を除外するもの、また、その下でございますが、引き続き高圧ガス

保安法の適用があるもの、こういったところの詳細を書かせていただいてございますけれ

ども、こちらで見ていただくより、参考でございますが、１３ページ目で少し御紹介させ

ていただきます。 

 こちらは全体のスキーム図ということで書かせていただいてございますが、まさに容器

の製造・検査、車両の製造・検査、こういったところからは、道路運送車両法の制度、基

準、こういったものを使うことで一元化できるのではないか。また、車両の期間内におき

ましては、こちらは道路運送車両法の安全が確認されているところでございますので、新

規検査、継続検査、また、最終的に車両の車検が抹消される抹消登録まで、こういったと

ころが道路運送車両法の考え方に基づいて適用を除外していくというところでございます。 

 他方、赤枠のところでございますけれども、スタンドにつきましては、引き続き高圧ガ

ス保安法の適用対象でございますが、こちらは一元化の対象ではないということで、従来

どおりということでございます。 

 その他、容器につきましても、取り外してしまいますと容器単体ということになります

ので、容器のくず化を含めて、高圧ガス保安法のほうで対応していくということでござい

ます。 

 また、加えまして、下でございますけれども、今回、道路運送車両法は車検期間という

ものを対象とした制度でございますので、車検期間外の車両につきましては、高圧ガス保
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安法で見ていくということで考えてございます。具体的には、車検切れで保管されている

ようなもの、また、そもそも私有地を走行する車におかれましては、車検というものを取

らないということでございますので、そういったものは引き続き高圧ガス保安法のほうで

対応していくということでございます。 

 当然、その制度の端境の受け渡しのところにつきましては、今後、より詳細な検討をさ

せていただきまして、ユーザーの方、事業者の方、そういった皆様に御不便がないように

しっかり検討していく、また、周知していく必要性があると理解してございますので、引

き続き詳細は検討してまいりたいと考えてございます。 

 私からの説明は以上になります。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明につきまして、御意見、御質問をいただきたいと思いますが、

チャットのほうにお名前をいただきますと私のほうで指名をしますので、よろしくお願い

します。 

 吉川先生、お願いします。 

〇吉川委員  吉川です。このいろいろなところの議論に私も参加しておりましたので、

その席でも申し上げさせていただいたのですが、制度がかなり複雑になりますので、これ

をきちんと定められたとおりに、想定どおりに動かすためには、これまでの紙ベースのや

り方だとかなり無理があると思いますので、議論の中では、国土交通省さんもいろいろな

ものをデジタル化して、こういう制度もうまく回るように法律的な運用を心がけていただ

けるというお話をいただきました。 

 それに加えて、燃料電池自動車の保安というのは、車単体もそうですし、スタンドのほ

うと連携してこの法案を守るというところもあるかと思いますので、デジタル化、紙ベー

スではない管理という中に、ぜひ高圧ガススタンドの件も、具体的に言うと高圧ガススタ

ンドの無人化ということもありますので、そういったところと連携する際に、デジタル技

術を活用して効率的に制度としてきちんと回るようなものに、経済産業省さんにも御協力

いただいて仕上げていただければと思います。これはコメントです。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。デジタル化というお話ですが、事務局から

コメントはありますか。 

〇佐藤室長  吉川委員、ありがとうございました。また、数々の審議にも御参加いただ

きまして、誠にありがとうございます。 
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 まさに今おっしゃっていただいたとおり、デジタル化というところは、この論点におき

ましても、数々のものを効率よく対象にしていくということでございますので、保安の制

度を今後一緒に構築してまいります国土交通省と一緒になって検討していきたいと考えて

ございます。 

 また、スタンドにおいての論点につきましても、無人化というところをどう実現してい

くかという点は、技術的なところも一つ鍵となる論点だと思ってございますので、こちら

につきましても引き続きしっかり検討してまいりたいと思っております。 

 事務局からは以上です。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、村田様、お願いします。 

〇村田委員  ありがとうございます。全国ＬＰガス協会専務理事の村田でございます。

今回、副会長の柳の代わりに出席をさせていただいております。 

 今回の規制一元化の議論におきましては、ＬＰガスにつきましてはとりあえず対象外と

いうように整理をされております。これにつきましては、ほかのガス種と比較した場合、

検査項目の中に耐圧試験があり、車検を行う工場が耐圧試験を実施できないなどの実態が

あるということが背景にあるかと思っております。 

 他方、私どもで承知している限りにおきましては、海外では自動車用のＬＰガス容器の

再検査で、容器を取り外して耐圧検査が要求される例は聞いておりません。後ほど、資料

５において、自動車容器の国際調和の取組の御紹介があるようでございますが、カーボン

ニュートラルの動きとも符合していると思われます水素燃料電池自動車については、具体

的な動きがあると認識をしております。 

 カーボンニュートラルの対応という観点からは、ハイブリッド型のＬＰガス自動車もい

わゆる推進すべき電動車と位置づけられております。今後、同様の国際的な規制の整合化

の議論が進むことを期待しております。 

 それを見据えまして、今後の諸外国の事例をぜひ調査いただきまして、ぜひとも日本の

現行規制がいわゆるガラパゴス規制にならないよう、国際的な規制に整合していくよう配

慮いただきまして、今後、規制の一元化に向けて一緒に道筋を検討いただければと思って

おります。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。事務局からお答えがありますでしょうか。 
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〇佐藤室長  村田様、ありがとうございます。今御指摘いただいた点につきまして、今

回、ＬＰガスを対象としないという点につきましては、今おっしゃっていただいたとおり

でございます。 

 まさにその検査方法というところでございますが、一度、容器を取り外した上での検査

が必要だということで、ここは今般の検討の中で、関係される方々とも意見交換をさせて

いただいた上で、まずは一元化の対象とはしないということで整理させていただいてござ

います。ただ、最後にお話がございましたとおり、その検査のやり方ですとか今後の技術

開発、こういったところを見据えてまいった上で、一元化の対象となり得るということで

ございましたら、このガス種の対象というところの範囲の見直しの議論では、政省令以下

で一元化されれば対応できるのではないかと思ってございますが、そこの中で制度の見直

しを反映していくということは当然あり得ることだと思ってございます。 

 したがいまして、引き続き、今後、ぜひ御意見交換させていただければと思ってござい

ます。ありがとうございます。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 続きまして、三浦委員、お願いします。 

〇三浦委員  ありがとうございます。三浦です。吉川先生と検討会で御一緒させていた

だいていたので、一言だけコメントをさせてください。 

 経済産業省と国土交通省とで何度も、検討会の場で様々な意見を交わしながらこのよう

にまとまってきたわけですが、まだ現実は、燃料電池自動車がさほど走っていないという

ことと、現存するスタンドも少なくて、行ってみたら閉まっていたというようなお話も現

場では聞いていますので、いずれはガソリン車と同様の利便性の向上が求められるのでは

ないかと思います。この先どのような状況になっても、高度な保安をお守りいただけるよ

う業界の皆さんに御協力をお願いしたいと思います。 

 適用除外のあるものと、高圧ガス保安法がそのまま適用されるものがあるということで、

現場の混乱等がないように、今後もよろしくお願いしたいと思います。ありがとうござい

ました。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。コメントとしてお受けしてよろしいですか。 

〇三浦委員  はい、そうです。よろしくお願いします。 

〇小川小委員長  そのほか、チャットのほうには入っておりませんが、皆さん、ほかは

よろしいでしょうか。 
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 本件は審議事項ということになっておりますので、今、御意見をいただきましたが、こ

れで御承認いただいたということにしたいと思います。どうもありがとうございました。 

 それでは、次の議題に入りたいと思います。 

 「高圧ガス分野における今後の取組」に移っていきたいと思いますが、本件は意見聴取

事項として委員の皆様から御意見をいただきたいと思っております。 

 なお、本件については、前回の７月６日の高圧ガス小委員会において私からお話ししま

したが、産業構造審議会産業保安基本制度小委員会で議論されている今後の産業保安規制

の在り方については、横山分科会長から通知がありました。 

 政府においては、２０２２年の通常国会への関連法案の提出を念頭に置いて関連作業を

進めておりまして、こうしたスケジュールを踏まえて、制度見直しについては、各小委員

会で個別の審議とするのではなく、産業保安基本制度小委員会で一括して審議・取りまと

めを行うこととなっているということです。 

 一方で、本件は関係者の多い重要な議題でありますので、今回の高圧ガス小委員会にお

いて、委員の皆様から御意見をいただくということで、この機会を設けております。 

 本日は、産業保安基本制度小委員会の事務局の責任者である正田保安課長も参加してお

られます。 

 それでは、まず、資料２について説明をお願いします。 

〇佐藤室長  それでは、高圧ガス分野における今後の取組について御説明させていただ

きます。資料２を御覧ください。 

 全体は４つのパートによって構成されております。少々大部でございますけれども、お

時間を賜れればと思います。 

 まず、資料２―１、「「中間とりまとめ」に対する事業者・地方自治体との意見交換の結

果について」でございます。 

 こちらは、先ほど御紹介がございました産業基本制度小委員会でスマート保安全体の議

論が分野横断的に議論されている中、事業者又は自治体の方の御意見をしっかり伺うよう

にという御指摘があったことで、行われたものでございます。 

 まず、２ページ目、３ページ目でございますが、事業者の方の意見交換の結果をまとめ

させていただいてございます。 

 一番上の青枠のところでございますが、関係業界９団体、また、その業界に属されてお

ります個社様３６事業者と経済産業省の間で意見交換を延べ３７回行った結果をまとめさ
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せていただいてございます。時間に換算しますと約４０時間と理解してございます。 

 その際、この方向性ということでございますが、今般、テクノロジーを活用して自律的

に高度な保安ができる方に対する制度の見直し、保安レベルに応じた制度の見直しという

ことの考え方につきましては、いずれの団体、事業者の方からも異論はなかったというこ

とでございまして、そういった方向性で資料をまとめてございます。 

 その中で特に御意見があった点を２つ御紹介させていただきます。 

 まず、２ページ目の右上でございます。少し手続的な部分でございますが、現状の変更

許可申請の手続のところでございますけれども、現在、認定の完成検査を行った後、認定

完成検査報告書というものを都道府県に受領されるまでプラントが起動できないといった

点がございます。まさにこういった点を少し見直していただけないかと。土日を挟んでし

まいますと、その２日間、時間的なロスが生じてしまうという点についての御要望があっ

たということでございます。 

 それから、３ページ目の左下でございますが、特に手続の関係で、今回の見直しに当た

っては簡易明解・迅速な認定手続にしてほしいということがございました。特に、資料作

成に時間を要するというよりは、保安力の全体的な向上というところを見据えた制度に見

直しをお願いしたいということに関する御意見がかなりあったという点を御紹介させてい

ただきます。 

 続きまして、４ページ目、５ページ目でございます。自治体の意見交換の結果というこ

とで、資料を２枚入れさせていただいてございます。 

 こちらは自治体との意見交換の中身でございますが、青枠の１つ目のポツのように、今

年の７月に４７都道府県の方が政令指定都市に条例で事務委任されているというケースが

ございますので、２３政令指定都市、併せて７０の地方自治体の皆様と経済産業省との間

で、全国を１１のブロックに分けた上で、意見交換会をさせていただいてございます。そ

の際、幾つかの自治体様からは個別に御意見をいただいてございましたので、意見交換が

最後に終わるまで複数回にわたったやり取りを個別にさせていただいたということでござ

いまして、こちらは３０時間ほどの意見交換をさせていただいております。 

 そして、２つ目のポツでございますが、いずれに自治体様からも異論はなく、多くの地

方自治体様からは新たな制度に対する肯定的な意見があったということでございます。 

 ただ、この後御紹介いたしますが、むしろ中間取りまとめを少し直したほうがいいので

はないかという御意見もいただいてございます。したがいまして、そういった御意見を伺
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う中で、この後御紹介させていただきます具体的な高圧ガスの分野の今後の在り方につい

て資料をまとめさせていただいております。 

 まず、全体的な認識のところでございますが、４ページ目の左上にあるように、方向性

に異論はないということに加えまして、自己管理型というところがまさに時代の流れだと

いう御認識、また、４ページ目の左下でございますけれども、今後、今回の見直しの結果、

事務作業などが合理化できれば、むしろ新しい保安リスクの分野にも対応できるのではな

いかと、そういった建設的な受け止めをしていただいてございます。 

 その上で、こちらも２つでございますが、まず１つ御指摘いただいたのは、４ページ目

右上の黒枠でございますけれども、設備変更許可のところでございます。こちらの「中間

とりまとめ」というものの打ち出しの中では、設備変更に関係する許可ですとか届出など

は全て事業者の記録保存ということで差し支えないのではないかと、そういった見直し案

を御提示していた部分でございます。 

 こちらにつきましては、事故ですとか法令違反などの初動の部分で必要な情報がある程

度行政側にないと対応できない。さすがに記録保存ということであれば対応し切れないの

ではないか、という御指摘をいただいたという点が１つ目です。 

 ２つ目につきましては、５ページ目の右側ですが、中小事業者対策が本当に大変なのだ

ということでございまして、このままでいくと、現状維持が精いっぱいという声もござい

ますけれども、制度を追従すること自体が大変なのだといった御指摘もございますので、

今回の御指摘の中でも、中小事業者対策というものをぜひ視野に入れて対応してほしいと

いう声が特に強くあったということかと思ってございます。 

 こういった事業者、また自治体様の御意見を踏まえましてまとめたものが、６ページ目

以降、資料２―２でございます。こちらで制度措置の具体的な在り方について御紹介させ

ていただければと思います。 

 ７～９ページ目にかけましては中間取りまとめというものの中身を改めて御紹介させて

いただいております。 

 ７ページ目では、左上の現状認識でございますが、深刻な保安人材の枯渇ということで

ございます。他方、テクノロジーの革新的な進展というものがあるということでございま

して、今後、保安力を持続的に向上させていくという観点においては、スマート保安、技

術を使っていくということを強力的に推し進めて、保安人材の枯渇という構造的課題に対

処していくことが必要であるということでございます。 
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 したがいまして、７ページ目の真ん中にありますとおり、今回、テクノロジーを活用し

て自律的に高度な保安を確保できる事業者におきましては、画一的な現行の個別事前規制

ではなく、手続、検査を見直していくことが必要ではないかということで、中間取りまと

めに書かせていただいたところでございます。 

 ８ページ目でございます。その際の具体的な考え方を幾つか御紹介させていただいてご

ざいます。 

 １つ目は、具体的な事業者とはどういったものかということで、（1）では、要件、認定

する際の基準の案を中間取りまとめ時点で書かせていただいてございますが、ポイントは

やはりテクノロジーの活用ということでございます。 

 また、（2）のとおり、簡易明快・迅速ということでございますので、こういった手続の

見直しもこの際必要だということでございます。 

 ９ページ目でございます。今回のこの検討の中身でございますが、高圧ガス分野にとど

まらず、産業保安分野に関しまして、事業者の保安力に応じた規制体系へ移行するという

ことで、手続・検査の在り方を見直すということ。来年の通常国会で関連法案の提出を念

頭に検討を進めるということが閣議決定されて、成長戦略の中で示されているということ

でございまして、この方針に沿って検討しているということでございます。 

 続きまして、１０ページ目以降でございますが、今、事業者、また、自治体の御意見を

踏まえた主な留意点をまとめさせていただいてございます。これは具体的な中間とりまと

め以降の個別具体的な制度設計について御紹介させていただくページでございます。 

 まず、10ページ目、右側でございます。これは先ほど資料２―１で御紹介させていただ

いたポイントを特に改めてまとめさせていただいたものでございます。大きなポイントと

いたしましては３点いただいてございます。 

 １つ目は、新たな認定制度に係る考え方でございますが、認定の水準について、①にあ

るとおり、これは下げるようなことはしてはならないということでございます。加えまし

て、これも、下げてしまうということで制度自体が今保安レベルを下げてしまうことにな

らないようにということで、現行認定より下げることはしないと。これはある種当然でご

ざいますが、加えて、②のような御指摘もいただいてございます。 

 こちらは、現行の認定事業者は既に保安レベルを有しているということでございますの

で、むしろ、対象外にならないような配慮、仕組みも必要だという御指摘でございます。

これは事業者の方からのコメントとしては当然でございますけれども、自治体の方からも、
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今の制度から漏れるということは、自治体の限られた保安力、保安検査のリソースを下げ

ていく必要性があるということでございますので、今の制度を上げもしない、下げもしな

い、むしろ、今のような制度を認定制度の水準としては維持してほしいという御指摘があ

ったという点が１つ目でございます。 

 ２つ目は、先ほど少し御紹介させていただきました制度の手続面の関係での取扱いでご

ざいます。 

 まず１つ目でございますが、こちらは事業者の方から御意見がございましたけれども、

特に完成検査に係る手続のところでございまして、都道府県に検査記録の届出をしないと

プラントの運転再開ができないという点について、より見直しが行えないかという点が１

つ目でございます。 

 ２つ目につきましては、こちらは行政側の御意見でございますが、事故時、法令違反時

の際に必要な最低限の情報、特に大事な情報は、行政側があらかじめ把握できる仕組みに

しておいてほしいという御指摘もいただいたところでございます。 

 ３点目のその他として２点書かせていただいてございますが、煩雑な手続も排除してほ

しいという点、そして、今回、国が地方自治体としっかり連携して保安確保の責任にもっ

と当たってほしいという御指摘もいただいてございます。したがいまして、こういった点

をこの後の資料でより詳細に書かせていただいております。 

 １１ページ目でございます。より具体的な制度の設計ということで御紹介させていただ

きますが、今回、制度をつくるに当たりまして、特に左上の枠の２つ目の丸でございます

けれども、しっかり移行準備期間というものを確保してほしいと。今回、装置産業を対象

とする事業者の方を対象とした制度でございますので、特にしっかりとした移行期間を確

保することで、制度移行に伴う社会不安などを起さないようにしてほしいという御指摘が

ございました。 

 ただ、右上でございますけれども、一定程度の移行期間を経れば、特に現行の制度とい

うものは空集合になってまいりますので、こちらにつきましては発展的に解消という考え

方でございます。 

 その上で、新たな制度的措置の基本的構成というものを１１ページ目の下段に書かせて

いただいてございます。法律上は新たな認定制度として制度的措置は１つ。その際、テク

ノロジーの活用ということを全ての事業者の方に求めるということでございますが、今回、

保安レベルに一定程度グラデーションがあるということでございますので、省令上の制度
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措置といたしまして、リスク管理レべルに応じて、例えば、Ａ認定とＢ認定――Ａ認定が

現行のスーパー認定相当、Ｂ認定につきましては現行の通常認定相当、こういった保安レ

ベルになるような措置を考えていくということでございます。 

 １２ページ目は、具体的に、条文上、どのような形で構成するのかを図示したものでご

ざいます。赤枠で覆われているところが具体的に法律で措置する事項として書かせていた

だいている点。青枠のところにつきましては、省令事項として、より保安レベルに応じて

グラデーションを体現するという部分でございます。 

 まず、赤枠の部分でございますが、４つの認定事業者の要件を満たした方に、どういっ

た法律上の措置が適用されるのかというところにつきまして、特に真ん中のところに書か

せていただいているところでございます。 

 この後、詳細な資料で御紹介する部分もございますけれども、ここに書かせていただい

ているところを少し御紹介させていただきますと、完成検査というところにつきまして、

※印で書かせていただいてございますが、現行、保安検査、また、完成検査の記録につい

て都道府県知事の届出というものがございますが、こちらにつきましては、記録保存とい

うことで差し支えないのではないかとさせていただいてございます。 

 また、危害予防規程ですとか保安人員の選解任のところにつきましても、記録保存とい

うことで差し支えないのではないかということでございます。 

 また、保安人員の配置のところでございます。こちらは２つ※印をつけさせていただい

ております。製造設備の区分ごとに配置するというのは基本でございますが、現状、コン

ビナート連携ですとか常時監視、遠隔化システムの導入、そういった進展もございますの

で、製造設備の区分ごとによらない、この保安人員の配置ということも今回検討してはど

うかということで、「一部柔軟化を検討」とさせていただいているところでございます。 

 保安検査の部分につきましては、先ほどの完成検査と同様ということでございます。 

 また、定期自主検査につきましては、今回、法律上の義務としては不要とするとさせて

いただいてはどうか。また、法定講習につきましても、定期自主検査同様、認定されてい

る事業者の方につきましては任意とさせていただいてはどうかということでつくらせてい

ただいているところでございます。 

 省令上の措置のところにつきましては、現状のＡ認定・Ｂ認定相当のものを書かせてい

ただいているところでございます。 

 １３ページ目は、認定に係る基準でございます。赤枠、赤線のところが現行的な認定基
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準からさらに拡充するという点で、今回、よりしっかり見ていくポイントでございます。 

 １つ目の経営トップのコミットメントにつきましては、コンプライアンス体制の整備で

すとか、コーポレートガバナンスを確保していくということでございます。 

 ２つ目の高度なリスク管理体制につきましては、Ａ認定・Ｂ認定、リスクのグラデーシ

ョンに応じてしっかり確認していく、レベルを落とさないということで確認していくとい

うことでございます。 

 今回のポイントでございますけれども、３つ目でございますが、テクノロジーの活用に

つきまして、現行、スーパー認定でしか確認していないという点をＢ認定のほうにも課す

ことで全ての事業者でこのテクノロジーの導入を制度的に後押ししていく、そういう措置

にしていきたいということでございます。 

 その反対側にございますサイバーセキュリティという新たなリスクにもしっかり対応す

るべく、認定の際に確認していくということでございます。 

 １４ページ目は、以上申し上げた点を図示したところでございまして、テクノロジーの

活用というところでございますが、特に制度のビフォーアフターのアフターのところにお

いて、しっかりその活用する範囲を拡大させた上で、しっかり確認していくということで

ございます。 

 続きまして、１５ページ目、設備変更許可でございます。こちらは通常の変更というこ

とで、現行制度で申し上げれば、通常変更につきましては都道府県知事の許可事項でござ

います。また、認定事業者におかれましては、軽微な変更、例えば、配管の変更でござい

ますが、こういったものは事後届出ということで現状措置されているところでございます。 

 こちらにつきまして、中間取りまとめの際には、全てを記録保存義務としてはどうかと

いうことで、先ほど御紹介したとおり御提案させていただいたところでございますけれど

も、軽微変更につきましては記録保存義務ということで差し支えないのではないでしょう

かと、地方自治体の方を含めて、そういった御意見をいただいているところでございます

が、資料２―１で御紹介させていただいたとおり、事故などの法令違反の初動対応との関

係において、特に制度改正後のところでございますが、ガス種の変更とか製造能力が一定

以上変更されるといった重要な変更につきましては、現行どおり許可制を維持することと

させていただいていますけれども、その他につきましては、自己届出ということで措置し

てはどうかということで御理解いただいているところでございます。 

 こういった見直しについては、中間取りまとめの全て記録保存義務というところからは
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少し修正させていただいた上で、新たな見直し案を御紹介させていただいているところで

ございます。 

 １６ページ目でございます。こちらはややテクニカルな部分でございますけれども、省

令事項として措置する、特にスーパー認定相当のＡ認定事業者の方々の検査面の措置とい

うことで、一点目がＣＢＭの円滑化でございます。これは、現行、減肉判断というところ

では、単純腐食に加えて、クリック・クリープなども対象にしてはどうかですとか、また、

ＣＢＭの適用範囲につきまして、減肉の判断というもののみならず、計測器類ですとか遮

断弁などを対象にしてはどうかと。また、ＫＨＫへのデータの提出は廃止してはどうかと

いうことでございます。 

 二転目が検査等に係る基準・規格の柔軟化でございます。こちらは、大臣認定制という

ものを入れることで、使っていいのかどうか、使えるのか、使えないのか、また、使って

はならないのか、そういったところをはっきりさせるというようなスキームを設けてはど

うかということでございます。そのほうがさまざまな安全性を前提として規格の利用がよ

り可能ではないかという趣旨で、こういった見直しをさせていただいてはどうかというこ

とでございます。 

 １７ページ目、移行措置についてでございます。こちらは２点記載がございます。 

 １つ目につきましては、ある種、当然といえば当然の措置でございますが、今回、改正

法が施行されるまで、現行の制度がある種生きているということでございます。したがい

まして、改正法が施行日というところが、想定でございますけれども、２０２３年６月ご

ろと書かせていただいてございますが、それより前に、現行の高圧ガス保安法における認

定事業者で認定された方につきましては、改正日以降もその認定が有効な期間の権利が保

証されるということが書かれているのが１つ目でございます。 

 ２つ目は、事業者・自治体双方の方から御意見がございました経過措置期間の設定につ

いてでございます。こちらは、改正法が施行されて以降、まだ内閣法制局等と議論中でご

ざいますので具体的な期限は申し上げられませんが、例えば２～３年ということで経産省

としては考えている次第です。こういったものを措置することで、事業者側の円滑な移行

が措置できるのではないかと考えてございまして、この２～３年の期間は改正法前の、今

の現行認定制度と、改正されておりますので新しい認定制度、この双方が２～３年期間使

えると。事業者側が選択するということで、双方、両方使えるということで、この円滑な

移行というものが担保されるのではないかと考えてございます。 
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 続きまして、１８ページ目、認定手続に係る新たなフローということでございます。青

枠で書かせていただいておりますが、簡易明快・迅速にしてほしいという観点で、今回、

制度設計をさせていただいたところでございます。したがいまして、今回、国が認定審査

を実施して、安全を前提として過度な審査にならないように配慮すると書かせていただい

てございます。 

 具体的に、このスキーム図に書かせていただいてございますが、今般、認定申請があれ

ば、Ａ認定・Ｂ認定、双方とも本省のほうで検討するということを考えてございます。そ

の際、スクリーニング審査と審査会審査の２段階の審査を設けましてしっかり審査すると

いうことでございます。 

 その際、青文字で書かせていただいてございますが、現行の認定事業者制度の発展的解

消に伴いまして、現在、ＫＨＫ又は指定機関によって行っております事前調査制度につい

ては、採用しないと考えてございます。その際、手数料なども大幅に削減するということ

で考えてございます。 

 更新期間のところですが、今回、１０年と置かせていただいてございます。こちらは、

今回、スマート保安を考えている制度との観点――ガス、電気といったものとの横並びと

いうこともあり、１０年と考えてございますけれども、その間の５年のところで、法定で

中間実施状況確認というものを措置することができないかと考えてございます。国が認定

審査に行ったものを間の５年でしっかり確認していくということでございます。 

 こういったことで、制度全体の安全性を担保していくことができないかと考えていると

ころでございます。 

 １９ページ目は、国と地方公共団体の連携でございます。こういったものを何とか法定

化できないかということでございます。全部で３つポイントがございます。 

 １つ目は、立入検査や中小企業対策といったところでしっかり連携して、国がしっかり

最後まで責任を持つということでございます。 

 ２点目は、専門的な知見ですとかスマート保安の技術的知見などをしっかり地方自治体

などに提供していくことで、円滑な法執行を確保するという点に対応してほしいというこ

と。 

 最後の３点目でございますが、法運用の中でばらつきがある場合に、今回の自治体の業

務につきましては地方自治法上の自治事務ということでございますので、その自主性や自

律性に十分配慮した上ではございますけれども、そのばらつきにつきまして、法運用の実
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態や把握や統一的な運用について、法運用の適正化に向けた取組を行うことを考えている

ところでございます。 

 資料２―３で御紹介させていただきたいと思います。こちらはもう一つ必要な要素とい

うことで入れさせていただいてございます。 

 ２４ページ目で御紹介させていただきますと、今申し上げた資料２―２の中身は、この

２４ページ目の三角形の一番上の部分を対象としたものでございまして、高圧ガス分野に

おける保安レベルの向上という観点におきましては、中小事業者又は中堅事業者も含めま

して、事業者の保安能力に応じた切れ目のない制度的措置が必要だということでございま

す。 

 ２５ページ目でございます。中堅事業者につきましては、技術支援、人材育成支援、こ

ういったところを措置することで、例えば、認定事業者への押し上げ、また、そうではな

くとも、認定を目指さない中堅事業者にとっても、このスマート保安が進んでいく一つの

きっかけになるのではないかということでございます。 

 ２６ページ目でございます。中堅・中小事業者の方を対象とした今後の対応ということ

で書かせていただいております。まず、左下でございますが、中間取りまとめの際も少し

議論がありましたが、簡易アプリのようなものを導入するということで、デジタルという

ものを今後導入していくことで、検査などをより効率的なものに仕上げていくことがある

のではないか。 

 また、中小事業者のデジタル化支援も必要です。 

 また、左側でございますが、許可・手続のデジタル化ということでございまして、地方

自治体様の業務――今の許認可も含めまして、今後、オンライン化を実現していくように

といったことが閣議決定されてございますので、こういったところも制度全体をつかさど

る国といたしまして今後検討していくことを考えてございます。 

 さらに、真ん中でございますが、中小事業者向けインセンティブ制度といったものも今

後必要ではないかということでございます。お金、人的なリソース、こういった双方がな

い中小事業者の保安力を高めていくためには、そういった事業者のインセンティブを高め

て保安力を向上させていく。こういったところも今後必要ではないかということで、本日

は詳細な資料はございませんけれども、こういったところは継続して検討してまいりたい

と考えてございます。 

 最後に、資料２―４でございます。前回、１０月１２日に行われました産業保安基本制
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度小委員会における審議の概要を御紹介させていただくべく、１枚入れさせていただいて

ございます。 

 冒頭にございますように、概ね委員の方々からは、今申し上げた資料２―２を中心に賛

同する旨が示されたと理解してございます。その際、コメントといたしまして、左上でご

ざいますが、認定制度につきましては、やはり事業者・自治体の意見を踏まえた事務局案

については賛成ということと、その中で御意見としてあったのは、むしろこういった新し

い保安リスクに今後対応していくということにも、保安レベルに応じた制度の見直しが必

要ではないかという御意見をいただいております。 

 ただ、各論の中では幾つか御指摘をいただいてございまして、特に法定講習については

複数の委員の方々から御指摘いただいたと考えております。 

 また、中小企業対策はやはりしっかりやっていくということで、特にユーザーの意見を

参考にするようにといった御意見をいただいたと考えてございます。 

 長くなりましたが、説明は以上になります。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、今回は御意見をいただきたいと思います。 

 近藤委員がチャットに入っておりますので、御発言をよろしくお願いします。 

〇近藤委員  ありがとうございます。会議の冒頭、太田審議官から、本件については改

めて意見聴取の機会を持つことも検討するという御発言がございましたが、私が申し上げ

たいのは手続の問題ではなく、サブスタンスの問題でございます。 

 もし高圧ガス小委員会が再度開催されるとしても、本日と同じ案が出てくるのであれば

意味がないと考えております。現在の案は、基本的な考え方に大きな問題があり、安全性

を損ねるものであるため、これが変わらなければ反対であります。 

 これまで、この議論が始まって以来、１年近くにわたって再三意見を述べてきましたけ

れども、聞き入れられておりません。現在の案は、いわばテクノロジーに名を借りた保安

当局の規制からの撤退、規制の事業者への丸投げであり、この案では安全を担保できませ

ん。抜本的な修正案が出てくることを前提に、最終的な意見は保留をいたしますが、現在

の案に対しましては、議論の進め方、中身の両方に問題があり、断固として反対をいたし

ます。 

 まず、議論の進め方でございます。根本的に間違っていることを指摘したいと思います。

基本制度小委員会の検討は、高圧ガス規制を大幅に緩和する内容であるにもかかわらず、
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メンバーは、高圧ガスの知識、規制の仕組みはもとより、高圧ガスの危険性や事故の恐ろ

しさすら知らない方々が中心であります。そのため、保安の重要性を軽視した的外れな議

論に終始しております。 

 ＫＨＫは数少ない専門家として参加をいたしましたが、安易な規制緩和に一貫して反対

する立場を取ってまいりました。あわせて、専門的な議論が必要であり、この高圧ガス小

委員会できちんとプロの議論をすべきと主張してまいりました。その結果、ようやくこの

委員会で議論されることとなったことは歓迎をいたしますが、まずは、高圧ガス小委員会

で安全性が確保することを確認した上で制度改正を行うべきであると考えております。 

 このような手続なく基本制度小委員会の結論がほぼ出ているこの段階で初めて議論する

のは、遅きに失しております。これでは基本制度小委員会の結果を表面的になぞるだけで、

単にこの方針を追認するだけの結論となってしまいます。個別の論点についての安全性を

全く検討できておりません。 

 結果として、基本制度小委員会が示した案は、国や自治体の規制からの実質的な撤退、

効率重視、事業者負担の軽減、事業者の自律性への過度な信頼がベースとなっており、安

全性の確保がないがしろにされております。このようなずさんな議論を前提とした制度改

正には反対であります。 

 中身について３点言います。 

 １点目は、テクノロジーについてでございます。テクノロジーの活用は大いに賛成であ

ります。これを阻害する規制は見直すべきでございます。しかしながら、テクノロジーに

名を借りて、これと関係のない手続を緩和するのは筋違いであります。結果として、安全

を損なうものであると考えます。 

 ２点目は、新たな認定の手続について、認定の水準を維持するとしながら、事前調査も

なしに国が簡易な審査で認定することは、制度の根幹として矛盾であります。このように

ずさんな審査で認定し、かつ、認定期間を現在の２倍の１０年に延ばすことは、保安レベ

ルを大幅に下げるものであります。 

 また、認定を簡易にすることは、平成２０年代前半に認定事業所で重大事故が多発した

ことを受けて、この高圧ガス小委員会や保安分科会が認定制度の強化を示していること、

この方針に反するものであります。 

 ３点目は、新たな認定事業者に対する規制の緩和について、新たな認定事業者は自治体

の許認可が緩和され、保安人材の配置が少なくなり、定期自主検査がなくなり、法定講習
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は任意となる。これは事業者の自律性に過度に依存したものであり、不適切であると考え

ます。 

 また、ＣＢＭの適用を認める範囲として、減肉に加え、クラック、クリープまで広げる

としておりますが、これは一昨年、高圧ガス小委員会が出したＣＢＭの適用を減肉のみに

限定するという結論と矛盾をしております。海外規格の活用につきましても、安全性の観

点からのチェックが行われておりません。 

 個別の問題点を挙げれば切りがありませんが、今述べたことはいずれも制度の根幹に関

わることであり、これらが改善されなければ反対であります。 

 なお、新制度への移行期間を通常より長く設けるとの説明がございましたが、その間に

安全が確保できるかどうか試しにやってみると、こういったつもりであれば、その考え方

は不適切であります。安全の確保は絶対であり、安全性に確信が持てて初めて移行期間を

含めた制度の見直しを決定すべきであります。 

 最近、一流企業と言われるトヨタや三菱電機で検査不正が次々と発覚しております。高

圧ガスの世界でも、保安レベルが比較的高い認定事業所でも、ＫＨＫが把握しているだけ

でも、この１０年間で３割弱が法令違反行為を行っております。個別の企業を非難するつ

もりはありませんが、今年９月には太陽石油が過去１０年間に６７件の違反をしたとして

愛媛県から処分を受けたことは、記憶に新しいところであります。 

 これらの事実は、今回の制度改正の前提である自律的に高度な保安を確保できる事業者

の存在がいかに危ういかを示しているわけでございます。規制を事業者任せにする制度は

絵に描いた餅で、保安レベルの低下は確実でございます。 

 岸田新内閣の下で初閣議で閣議決定された基本方針の中でも、規制改革、構造改革のみ

ではない経済を目指すために、成長と分配の好循環をコンセプトとして新しい資本主義を

実現していくとしておりまして、規制緩和ありきの今回の見直しは岸田内閣の大方針と違

った方向を向いているものと考えます。 

 最後に、結びとして申し上げます。ＫＨＫは、規制緩和自体を否定しているわけではご

ざいません。時代の流れに即して十分な根拠を基に、きちんとした議論があれば積極的に

緩和すべきと考えております。テクノロジーの活用にも賛成であります。しかしながら、

現在の案は、議論の内容やプロセスにおいて到底納得できるものではございません。 

 縷々申し上げましたが、私は、「安全を守る」というただ１点から物を申し上げており

ます。高圧ガス事故から地域住民や従業員の安全を守るという立場から、安全性を損なう
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現在の案については反対であります。 

 以上です。ありがとうございました。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 多岐にわたる御意見をいただきました。これにつきまして、基本制度小委員会のほうに

伝えてまいります。ありがとうございました。 

 それでは、業界の方からの御意見を先にお聞きしまして、その後、委員の皆さんからの

チャットのほうに入っている順番で御意見をいただきたいと思います。 

 それでは、石化協のほうからまずお願いします。 

〇海寳委員  石化協の海寳と申します。御説明、どうもありがとうございました。本件

につきまして、石化協としての意見を述べさせていただきたいと思います。 

 本日の御説明の内容案につきましては、企業にとりましては、スマート保安活用の自主

保安高度化の方向性、そして、認定手続の新たなフローも含めた諸手続等の合理化の方向

となるため、当協会会員企業分からは特段の否定的な意見はございませんでした。 

 ただし、新制度への移行期間は十分に取ってほしい等の企業側の混乱回避につきまして

は、十分に御配慮をよろしくお願いしたいと思います。 

 なお、もちろん、係る申請等におきましても、当業界としましては、コンプライアンス

の重視と保安力の維持・向上に引き続き努めてまいりたいと考えています。 

 以上でございます。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、石連のほうからお願いしたいと思います。 

〇石油連盟  ありがとうございます。石油連盟の吉村です。従来、オブザーバーでは、

当連盟の環境安全委員会委員長の染谷が参加させていただいておりますが、今日はどうし

ても出席しなければいけない用事があるということで、代わりに吉村が出席させていただ

いております。 

 業界としての意見を申し上げますと、まず、業界として、あるいは業界の個々の会員企

業に対していろいろヒアリングをしていただいて、それを踏まえた形でいろいろな見直し

案を作成していただいているということで、感謝を申し上げます。非常に膨大な作業では

なかったのかなと思います。 

 今回の制度の見直し案については、業界として、その方向性、内容についても賛成する

と申し上げたいと思います。石油業界は、保安レベルの向上、安全操業の確保を最も重要
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な経営目標としております。これを上げた上で、各社とも、経営トップがこれをコミット

し、その下で、計画、実行、フィードバックの活動について全社的に取り組む体制を構築

しております。 

 業界全体としても、石油連盟で産業保安に関する自主行動計画を作成して、毎年、フォ

ローアップと計画の見直しを行っております。高圧ガス小委員会のほうでも報告をさせて

いただいております。 

 続いて、石油業界は、今回の規制制度の見直しを規制緩和とは捉えておりません。むし

ろ、自主保安やＣＢＭといったものの取組については、まさしく先端技術などの活用によ

って、効果的、効率的に安全確保に取り組むことができると認識しております。これまで

以上の保安活動のレベルアップへの質の高い取組に尽力しなければならないと覚悟を新た

にしているところでございます。 

 以上でございます。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、冷凍空調学会の香川様は業界ということになりましょうか、先に御発言いた

だけますでしょうか。 

〇香川委員  香川です。ありがとうございます。 

 カーボンニュートラル社会の実現というところが大切なところでありまして、そのため

にはデジタル化が当然必要だと思います。鍵になるかと思います。それで、今回の御説明

にもありましたように、関連業者・業界からのヒアリングで冷凍空調というキーワードが

一部ありましたので、発言させていただきたいと思います。 

 冷凍空調分野でも、カーボンニュートラル社会の実現のために、いろいろ規制に関連す

るところはあります。規制緩和、スピード化、合理化というところがやはり技術的な内容

に関連してくるのですが、御存じかと思うのですけれども、機器の性能も環境負担の点で

向上させていかなければなりません。そうなりますと、冷凍空調機器の作動流体、冷媒と

言われるものですが、その変換・変更、それから、機器要素・部品の変更等が求められ、

より高度な技術が要求されます。 

 そうしていくと、当然、高い安全性も要求されていくところでありまして、新しいシス

テムが適用されていくことになりますと、安全・保安のレベルの確保が非常に大切になっ

てきていますので、この委員会中で検討していく上で、その点を十分考慮していただきた

い。 
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 そして、先ほど言いましたように、要素部品等が、また冷媒等が変わってまいりますの

で、安全・保安のレベルは今よりもより向上していただくようにしていくのがよろしいと

言えます。冷媒の漏えい事故は、この委員会でも数多く報告されております。今後もこの

漏えい事故を減らしていかなければいけないし、冷凍空調機器の安全性も確保していかな

ければいけないということを切にお願いしたいと思います。 

 資料の１９ページにございましたが、地方自治体と連携してこのシステムをさらに強化

していくという御説明がありました。先ほど高圧ガス保安協会の近藤会長から御発言があ

りましたけれども、関連してですが、この高圧ガス分野に関しましては、ＫＨＫが非常に

多くの知見、ノウハウ、事例をお持ちですので、このあたりをシステムに組み入れて、重

要意見として聞き入れるような体制、システムとしていただきたいと思っております。 

 意見でございます。よろしくお願いいたします。 

〇小川小委員長  御意見、ありがとうございました。 

 それでは、吉川委員にお願いしたいと思います。 

〇吉川委員  吉川です。テクノロジーの活用というところがキーワードになっていたよ

うに思います。その件について意見を述べさせていただきます。 

 テクノロジーの活用といったときに、今の御説明だと２つ側面があるように思いました。 

 １つ目は、これまでの手続に関わる手続を簡素化するためにテクノロジーを活用しまし

ょう、あるいは、情報を共有するためにテクノロジーを活用しましょうというところです

ね。これについては全く御提案のとおりで、進めるべきと考えます。 

 もう一方、安全確保のためのテクノロジーといいましょうか、要するに、劣化を予測す

るテクノロジーですが、それもどんどん活用しましょうという趣旨だったように思います。 

 劣化の予測をするというのがＣＢＭの基礎でもあるわけですけれども、劣化予測あるい

は寿命予測――ＣＢＭのところでもお話がありましたが、腐食、クラック・クリープとい

った現象をきちんと予測をして、そして寿命を算定するというところが基礎になるかと思

います。 

 その基礎になる学問が破壊力学というものでして、それなりの理論体系はできてはいる

のですが、ここで重要な点なのですけれども、破壊力学の有効性は、このクラック・クリ

ープもそれなりに評価はできるということになっておりますが、あくまでも試験片を用い

て実験室のある意味理想化された状態の下で実験をした結果は、ちゃんと予測ができると

いうことです。 
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 その条件と現場の状況がきちんと反映できるような実験ができるといいのですが、現実

はそうはなっていないということです。ですので、実験室レベルでやっていて、「ああ、

これはよかろう」と予測できたと思っていても、現場の現象を実はうまく予測でき切れず

に、それで破損・漏えいが起きるということは往々にしてございます。 

 そういったところを御理解いただいて、ＣＢＭという技術を導入するのは結構なのです

が、ＣＢＭも、今申し上げましたように、限界がある。その限界をちゃんと認識した上で

活用するという方向にしていただきたく思います。 

 そもそもＣＢＭを導入したときのきっかけとなったのが、大前提としては、吉川の理解

ですけれども、腐食もクリープもクラックも減肉もほとんど起きない機器に関しては、実

績もあり、そういうことが確かめられている機器においては、それこそ何年かに１回、開

放検査をしなくても安全性は確保できるでしょうと、そういう議論だったと理解していま

す。ですので、ＣＢＭの適用に当たっては、クラック・クリープがかなり進行するような

状況に対して、適用するのは非常に危険だなというところが大学の研究者としての意見で

あります。 

 そういった状況を保証する意味で、日本のこれまでの高圧ガス保安の制度のよいところ

は、設計基準というのはそれなりにちゃんと審査します。設計基準で寿命まで含めて、今

申し上げましたようにきちんと予測できればいいのですが、学術的にいってもそこまでの

ものには仕上がっておりませんので、どうしても設計の段階ではいろいろな意味の不確定

性、あるいは、最終的に詰め切れない部分が出てきます。 

 それを補うためにこの検査制度というものがあって、そこのバランスを実は日本の高圧

ガス保安の制度では、これまではうまくとれていたように私は思います。というのは、設

計の部分でそれほど過剰な要求はしない代わりに、ちゃんと検査で足りない部分は補うと

いうところがうまく回っていたような気がします。そこのところはきちんと確保していた

だきつつ、今申し上げましたいろいろな寿命予測の手法の限界も認識していただきつつ進

めていただきたいなというのが意見です。 

 以上です。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。実験室では合うけれども、現場ではなかな

か難しいという御意見だったと思います。私も大学でやっていて、私は疲労が一番の専門

ですが、疲労はかなりうまくいきつつありますので、それを産業界でどんどん使えるよう

になっていってほしいと私自身は思っておりますので、今の御意見に加えて、私の意見も
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基本制度小委にお伝えいただければと思います。 

 すみません、吉川先生にかぶせましたけれども。 

〇吉川委員  いえいえ。使える技術はいいのですけれども、万全ではないということを

御理解いただいた上で使っていただきたいと思います。 

〇小川小委員長  確かにおっしゃるとおりだと思いますので、よろしくお伝えいただき

たいと思います。 

 それでは、熊﨑委員、よろしくお願いします。 

〇熊崎委員  発言の機会をくださり、ありがとうございます。コメント、お願い、質問

が１つずつございます。 

 まず、コメントです。規制見直しについて、１０年ほど前に、イギリスでは、安全衛生

に関する規制のレビューが行われていて、ビジネスに多大な負荷をかけている割に安全衛

生の水準の向上に寄与していない規制に対して、見直しが行われています。特に安全に関

する規制は増えていく傾向があるので、安全に必須な事項はもちろん残すべきだと思いま

すが、適切に見直すというのは非常に有効だと考えます。 

 なお、その見直しでは、ルールの運用の仕方が国と地方など、組織体ごとに運用の仕方

が異なっている状況が見られる、といった運用面での問題も指摘されています。今回の見

直しにおいても、運用面で一貫性の欠落が起こらないようにしていただきたい、というこ

とがコメントでございます。 

 それから、お願いです。記録保存についても見直されていますが、例えば、全体の傾向

を把握するような統計処理や分析を行うこともあるかと思いますので、必要な情報は収集

できるような体制を整えていただきたいと希望しております。 

 それから、質問です。テクノロジーについてです。 

 先ほど吉川先生もコメントされていましたけれども、ある一定の範囲内や前提でのみ成

り立つテクノロジーや、陳腐化してしまうテクノロジーなど、取り入れても有効な範囲や

期間が少ないテクノロジーもあろうかと思います。テクノロジーを活用することが大きな

基準となる場合、どのようなテクノロジーなら良いのか、またテクノロジーの陳腐化につ

いてはどのようにお考えになるのかをお聞きしたいと思います。 

 以上です。 

〇小川小委員長  御意見、ありがとうございました。御質問に関しては、そちらも基本

制度小委のほうにお伝えしまして、そちらから御回答いただくという形で本日は進めたい
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と思いますので、御了承いただきたいと思います。 

〇熊﨑委員  承りました。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、東嶋委員、お願いします。 

〇東嶋委員  ありがとうございます。東嶋です。私からは、２点ございます。 

 １点目は、届出の簡素化という点についてです。届出を廃する代わりに、記録保存とい

う形で簡素化していくということですが、その保存している記録をデジタル情報としてク

ラウドに上げておき、必要時に行政が閲覧できるというような、真の意味での情報共有と

いう仕組みにしていけば、情報の透明化ができて、究極の目的である保安に資するのでは

ないかと考えますので、そういった方向に行くように促していただければと思います。 

 それから、もう１点は、１３ページのコンプライアンス体制の整備というところですが、

「コンプライアンス体制の整備、コーポレート・ガバナンスの確保」というのが①にござ

いますけれども、注１として、「高圧ガス保安法についての法適合性確認能力を有してい

ることを含む」と書いてありますが、一言でこう言っても、具体的にどういう能力なのか、

どういう組織があればそういったことが確認されるのかについて、判断の基準がちょっと

曖昧だなと感じました。これについてもう少し具体的な項目を上げていただけることを希

望します。 

 以上です。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 先ほど熊﨑委員から御質問がありまして、正田課長から回答ということがありますが、

今、東嶋委員からも御発言の中にそういったものがあったかとも思いますので、まず、三

浦委員からの御意見、コメントをお伺いした上で、正田課長から御発言いただきます。 

 それでは、三浦委員、お願いします。 

〇三浦委員  委員長、ありがとうございます。私は全体的なコメントなので、正田課長

からの御説明の後でも構わないのですが、よろしいんでしょうか。 

〇小川小委員長  結構です。 

〇三浦委員  ＫＨＫさんが非常にパワフルな御反対をされたので、ちょっと戸惑ってし

まったのですが、私はこの保安のところに長年携わっていて、とても気になっているのは、

保安の人材というのが、ここだけの分野のみではなく足りておらず、これからもっと技術

者等が高齢化されていく中で、どのようにその人材の確保をしていけばよいのかすごく心
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配です。ですから、産業保安の今まで以上のレベルを保つためには、やはり新たなテクノ

ロジーの活用というのは必要であろうと考えます。 

 もちろん、レベルに応じて規制の見直しや時代とともに、国際的な整合性なども行うと

いうことはセットでするべきだとは思います。ただし、先ほど御説明をいただきましたが、

テクノロジーの活用というのは、耳触りは大変よいのですが、具体的なことが私としては

よく分からないので、だからこそＡとＢというように認定に応じたレベルで、きちんと国

がケアしますよというお話を、先ほど、資料２―２の１３ページ、１４ページあたりに記

載されていたと思います。 

 それで、Ａ認定とＢ認定では多分違うと思いますし、自治体の皆さんも規制緩和の後、

権限委譲されて、それぞれ推進してやれるところと、そうでないところが実際にはありま

す。保安に関しても、自治体の中でも差があります。当然、担当者の問題なども含めてで

すが。 

規制するだけではなくて、最終的な保安責任は国が、となるのでしょうがきちんとケア

をしていただきたいというお願いがまず１点です。 

 もう１点は、先ほど先生もおっしゃっていましたが、１８ページにある１０年というの

はやはり長いと思います。技術は進歩しますし、人の交代などは早ければ２年ごとに変っ

ていくところもあるのに、１０年なんていうのはあり得ないことだと思っていまして、せ

めて中間で５年ではいかがかと思いました。 

 裾野を広げた保安力の向上というのは、皆さんも含めた業界全体の協力がないとできな

いことです。意見が割れているようですが、いろいろな意味で調整を取って、皆さんでお

取組みいただきたいと一消費者としても切に願うところです。どうぞよろしくお願いしま

す。ありがとうございました。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、正田課長から御発言いただけますか。 

〇正田課長  保安課長の正田でございます。 

 まず１点目、熊崎委員からの御質問でございます。テクノロジーが陳腐化しないように、

実効性あるものとして活用が進むようにというときに、どのようにこれを担保していくか

ということでございます。 

 資料にもありますとおり、基本的には、現行のスーパー認定制度でのテクノロジーの活

用の考え方をベースにするということでございます。ここでは個別のテクノロジーについ
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て何か具体的に決めるという形ではなくて、テクノロジーを活用する際の組織体制、ＰＤ

ＣＡの在り方、そういったものも含めて、テクノロジーを活用するための体制面もしっか

り見ていくということでございますので、テクノロジーが進展する中で、それに歯止めを

かけるということがないように、その技術進展も踏まえた上で、しっかり対応できるよう

にしていきたいと考えております。 

 それから、２点目、東嶋委員からの御指摘でございます。法適合性確認能力という点で

ございますが、この点につきましては都道府県との意見交換の中で出てきた概念でござい

ます。いわば、事業者が自分で法適合しているかどうかということを確認できる能力、こ

の点を認定のときにしっかり見る必要があるのではないかということでございます。 

 具体的には、これはその後、我々も事業者にヒアリングいたしましたけれども、例えば、

事業所における何らか届出なり許可申請をするときの法適合性のチェックの体制、事業所

における体制、本社におけるダブルチェックの体制、あるいは、重要な論点について、ど

のようにチェックするかといった体制面ですとか、そのための人員ですとか、そういった

ところをしっかり見た上で、能力があるかどうかというところは審査をしていくというこ

とでございます。ただ、詳細のところはこれからよく詰めて、自治体の方々、現場の方々

の御意見もしっかり踏まえて考えていきたいということでございます。 

 以上でございます。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 若干、時間がおしておりますが、全国エルピーガス協会様から御発言をお願いしたいと

思います。 

〇全国エルピーガス協会  ありがとうございます。私どもＬＰガス業界は、本件は、Ｌ

Ｐが影響してくるというまだ段階ではございません。ただ、中堅・中小事業者として最終

的には関係してくると思いますので、お話をさせていただきたいと思います。 

 先ほど、ＫＨＫの近藤会長から明確に反対だという御意見もございましたし、吉川先生

はじめ専門家の先生の方々から幾つか技術的な懸念も示されたところでございます。 

 保安制度につきましては、長年、経済産業省と高圧ガス保安協会できちっとタッグを組

んで実施をされてきたと認識しております。そういう意味からいたしますと、経済産業省

と高圧ガス保安協会との間で大きな意見対立があるということについては、大変ゆゆしき

事態だと思っております。 

 その点は、いわば保安のプロである高圧ガス保安協会の意見も十分くみ取りながら、保
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安のレベルの維持・向上ということにつきましては同じであろうかと思いますので、その

辺はぜひとも意見調整をして、実際に使う事業者が、「この新しい制度は大丈夫なのだろ

うか」ということのないように配慮いただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 まだ御意見は尽きないかもしれませんが、審議時間が限られております。太田審議官の

挨拶にもありましたが、本日の各委員の御意見なども踏まえまして、例えば、来月中にも

う一度こうした意見聴取の機会を設けるなども含めて、事務局とよく相談してまいりたい

と思いますので、事務局よりその点について最後にコメントがあれば、よろしくお願いし

ます。 

〇佐藤室長  事務局でございます。本日は貴重な御意見を賜りまして、大変ありがとう

ございました。今後の進め方につきましては、今、小川委員長から話がございましたが、

よく相談してまいりたいと思ってございます。引き続き、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 途中で切った形にはなりましたが、時間の都合上、残りの審議事項２件、「ＦＣ４類容

器の新設」と「医療用酸素用一般複合容器の再検査期間延長」について、資料３と４に基

づいて、事務局からの説明をお願いしたいと思います。 

〇佐藤室長  それでは、「ＦＣ４類容器の新設」、「医療用酸素用一般複合容器の再検査

期間延長」について御説明させていただきます。 

 まず、資料３を御覧ください。時間が限られてございますので、ポイントに沿って簡潔

に御紹介したいと思います。 

 １ページ目でございます。こちらは、地球温暖化関係の議定書であるモントリオール議

定書のキガリ改正、ルワンダで採択されたものでございますが、こちらに基づいて御提案

させていただくものでございます。 

 その中で、地球温暖化係数が高い冷媒からより低い冷媒、温暖化に資するような取組を

していくという観点で、冷媒の転換が進められているところでございます。 

 このような中で、今般、現在使われている冷媒Ｒ４１０Ａというものの代替冷媒が開発

されてある中、この新しい代替冷媒を入れるには、既存のＦＣ３類容器では充塡できない

ということが課題として上げられているところでございます。 
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 したがいまして、今回の御提案ですが、新たに耐圧試験圧力を６メガパスカルとする容

器を定義するということで、容器保安規則の改正につながりますので、この点を御紹介さ

せていただくものでございます。 

 続きまして、資料４について御説明させていただきます。こちらは、「医療用酸素用一

般複合容器の再検査期間の延長について」でございます。 

 参考にもつけさせていただいてございますが、昨年１１月、第１７回の議論の中でこの

点について一度議論をさせていただきました。具体的には、既に大臣特認を取っているも

のにつきましての一般化について、安全性の観点、また、科学的・合理的な観点で安全規

制を実施するという点について、しっかりデータが取れれば、法の見直し、一般化につい

ての見直しをしてはどうかと、そういった御提案、また、御指摘もいただいたところでご

ざいます。 

 １ページ目でございますが、今回御提案させていただいてございます医療用酸素用一般

複合容器の再検査期間につきまして、大臣特認で認めてございます再検査期間５年にして

はどうかということでございます。 

 具体的には、今般、資料も別途いただいてございますけれども、一般社団法人日本産業

医療ガス協会の調査によりまして、１ページ目の左下でございますが、容器再検査不合格

率につきましても、他の容器と比較して差異がないということでございます。また、業界

として、利用者、事業者への注意喚起や事業者による保安点検業務が丁寧に行われている

といった点もございます。したがいまして、今般、容器再検査期間を３年から５年に延長

してはどうかということでございまして、こちらも容器則の改正事項の審議事項として御

提案させていただいてございます。 

 私からの説明は以上になります。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、一般社団法人日本産業・医療ガス協会様から、資料をいただいておりますが、

今の御説明に補足することがあれば、お願いしたいと思います。 

〇一般社団法人日本産業・医療ガス協会  日本産業・医療ガス協会専務理事の加藤でご

ざいます。お世話になります。 

 特段、補足することはございませんが、本件は、在宅酸素療法の携帯用として使用され

ておりまして、１０年来の課題でございました。いよいよ５年が間近となっておりますの

で、委員の方々には何とぞよろしくお願いしたいと思います。 
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 以上でございます。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 それでは、御意見、御質問がありましたら、よろしくお願いしたいと思います。いかが

でしょうか。特にございませんか。 

 本件２件は審議事項ですので、皆さんの御了承をいただいたと考えてよろしいでしょう

か。 

 ありがとうございました。よろしければ、次の議題に移っていきたいと思います。 

 残りの３件は報告事項です。内容は順次言っていただきたいと思いますが、資料５、資

料６、資料７に基づいて、それぞれの報告事項について事務局から説明をお願いします。 

〇佐藤室長  それでは、３件をまとめて報告させていただきます。 

 まず、資料５、「自動車用容器の国際調和の取組」でございます。 

 参考で４ページ目に、「自動車基準の国際調和」という資料を入れさせていただいてご

ざいます。 

 自動車基準の国際調和、まさに国際的な議論のところでございますが、認証の相互承認

制度を採用してございますＵＮＲという規則ですけれども、左下に１９５８年協定とござ

いますが、こちらと、相互承認を含まず技術基準を調和するＧＴＲ（世界技術規則）の２

種類がございます。日本はこちらのいずれにも加盟しているということでございます。 

 その中身でございますが、特に経済産業省の関係でございますと、高圧ガス保安法の対

象という観点では、水素と貯蔵する容器及びその附属品でございまして、こういった観点

で経済産業省は参加させていただいておりますので、業界団体、また、自動車全般という

ことであれば国土交通省、また、ＫＨＫを含め関係される方とこの議論に参加いただき、

国内で対応しているところでございます。 

 今般、この国際的な議論の動きということで、何点か御紹介させていただきます。 

 まず、１ページ目でございます。ＵＮＲの議論でございますが、水素燃料電池自動車の

相互承認のための協定規則の改正に関する議論が現在行われてございます。具体的な中身

でございますけれども、現在、大型車の容器の充塡可能期限は、１５年というところを２

０年まで延長すると。それに際しまして、その充塡可能期限の延長に伴って、必要なサイ

クル試験の回数は、現状、１５年の場合は１万１，０００回ということでございますが、

２０年にした場合、リニア、線形に延ばしていって１万５，０００回等にすると、こうい

った議論をしているということでございまして、２０２２年５月に改正のＵＮＲが発効す
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ることとなりますので、改正されれば、今後、国内法令を整合させていく取組もしてまい

ります。 

 この点を御紹介させていただくのが１ページ目でございます。 

 ２ページ目でございますが、こちらはＧＴＲの議論でございます。こちらも、並行して

別途議論が進められているところでございます。こちらは自動車の対象の中に、現在、バ

ス、トラックなどの大型車が入ってございませんけれども、こういったバス、トラックの

ような大型車を追加していく。 

 また、容器寿命の延長については、こちらは１５年から２５年に延長してはどうかとい

う議論。 

 また、その他、試験方法などを技術の進展に合わせて新しいものを追加していってはど

うかと。こういったところを、かなり技術的なものでございますが、議論しているという

ことでございます。 

 現状はオンライン会議ということで、先週もございましたが、日米欧の関係する国が参

加するマルチの会議ということで議論されているところでございます。 

 こちらにつきましても、今後、改正されれば、国内の法令に反映していくということが

ございますので、こういった点を御紹介させていただきました。 

 ３ページ目は、ややテクニカルな部分でございますが、天然ガス自動車のＵＮＲの規則

の議論でございます。 

 こちらは内容がよりテクニカルな部分でございますけれども、技術的な修正の点、また、

過流防止弁というものにつきまして、現在の方式に加えまして新たな方式を採用する。こ

ういった点についての議論があるということでございます。 

 こういった少し国際的な議論についての御報告ということで、資料５を御紹介させてい

ただきました。 

 続きまして、資料６、「耐震対策の取組状況」を御紹介させていただきます。 

 １ページ目でございます。平成３０年１２月に閣議決定されてございます国土強靭化基

本計画の中で、「高圧ガス設備に関する耐震強化」というものがうたわれてございます。 

 これまでの取組ということで、１ページ目、２ページ目に資料がございますけれども、

東日本大震災での事故を踏まえた耐震性向上対策の実施ということで、これまで耐震設計

基準の見直しを行ってございます。 

 また、そういった見直しを踏まえた上で、都道府県を通じて事業者に対して耐震性向上
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対策を行いまして、その調査結果が２ページ目でございます。こちらは都道府県の皆様の

御協力を得ましてまとめたものでございますが、「耐震基準に対応済み」、「今後の補強工

事を予定」、「代替措置を行う」、このいずれかの回答をいただいているところでございま

す。 

 また、南海トラフといった巨大地震を踏まえた耐震基準の性能規定化、こういったもの

にも対応しているところでございます。 

 今後でございますが、液状化対策に現在取り組んでございます。御承知のとおり、コン

ビナートの事業者でございますので沿岸地域にあると。したがいまして、液状化について

の対策は免れないわけでございます。ただ、ここに対する知見というものはまだ不十分で

ある可能性もございまして、現状の取組の内容のところで、昨年度から、既存設備を用い

まして、その破壊される可能性についての実証実験ですとか、今年度は簡易な解析手法を

用いたモデルの工事などに取り組んでいるところでございます。こういった点を御紹介さ

せていただきました。 

 最後に、資料７、「高圧ガス設備の国内規格策定に向けた動き（供用適性評価）」として、

１ページ、資料を入れさせていただいてございます。 

 こちらは今年３月の第１８回高圧ガス小委で少し議論があったと理解してございますが、

供用中の高圧ガス設備の使用環境、運転実績データを踏まえて、より合理的な設備の余寿

命予測、また、維持管理等を行う手法でございます。 

 ２ポツでございますが、現在、評価区分Ⅱというところの議論についての結論が長年先

送りになっているところがございます。したがいまして、この点はしっかり結論が出るよ

うに当省を含めて対応をするようにと、そういう御議論があったと記憶してございます。

この点は、今年の７月に、早期の年内に結論を出すべきだという見解を経済産業省として

も出して、関係される皆様との議論に経済産業省としても参加しております。そして、年

内に取りまとめるということで、今、集中的に議論をしているという点を最後に御紹介さ

せていただきたいと思います。 

 事務局の説明は以上になります。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして、御質問等をいただきたいと思います。 

 まず、近藤委員からの御発言をお願いしたいと思います。 

〇近藤委員  ありがとうございます。私からは、資料６の耐震対策の取組状況について
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少しお話をさせていただきます。 

 南海トラフ巨大地震や首都直下地震は、今後３０年以内に７０～８０％の発生確率とさ

れております。いつ起きてもおかしくない状況でございます。既存の高圧ガス設備につき

ましては、南海トラフ巨大地震等に対しても損傷を受ける可能性は低いということが過去

の検討で報告をされておりますが、この検討においては液状化は考慮されておりません。

しかしながら、本日の説明にありますように、液状化の影響を考慮した場合には、損傷を

受ける可能性があることが指摘をされているわけでございます。 

 今年度の私どもの取組によりまして、液状化を考慮したサイトスペシフィック地震動に

よる評価手法が標準化される見込みでございます。今後は、最新の評価手法を用いて、既

存設備の耐震評価の見直しを求めていくことが必要であると考えております。 

 あわせて、国として、高圧ガス設備の液状化対策などを進めるための支援策についても、

ぜひ検討していただきいと考えております。 

 ありがとうございました。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 事務局から何か発言はありますか。 

〇佐藤室長  近藤委員、御指摘、ありがとうございました。今、しっかり検討されてい

るというところを私どもも理解いたしまして、今後の検討にするよう取り組んでいきたい

と思っております。 

 以上です。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 そのほか、まだチャットには入っていませんが、どなたかございませんか。よろしいで

すか。 

 ありがとうございました。本件は報告事項ということですので、これで終わりにしたい

と思います。 

 ありがとうございました。本日の議題は以上までとなります。 

 事務局から何か連絡事項等はありますでしょうか。 

〇佐藤室長  本日の議事要旨は、事務局で作成して、事務局の責任でホームページ用に

公開いたします。また、議事録は委員の皆様に御確認いただいた後に公開することを予定

しています。追って事務局より確認の依頼をさせていただきたいと思っておりますので、

よろしくお願いしたいと思います。 
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 以上です。 

〇小川小委員長  ありがとうございました。 

 本日は長時間にわたり活発な御議論をいただきまして、ありがとうございました。 

 以上をもちまして、本日の会議は終了にしたいと思います。どうもありがとうございま

した。 

 

                                 ――了―― 


